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みんなで声を上げよう！組合に加入しよう！

黙っていたら損をする！労働条件の改善、働きやすい職場環境を守るために

初任給・若年者賃金の大幅改善、フルタイム再任用の賃金引下げ問題、臨任・非常勤制度の見直し等

　2017確定交渉が昨年12月で終結し、基本要求交渉の真っ最中ですが、今年も確定交渉まで多くの課題を抱えています。みなさんのご協力をお願いします。

初任給・若年者賃金の大幅改善は喫緊の課題
　昨年の確定交渉において、人材確保の推進について労使で確認しました。
　現状でも、採用辞退者が４割に迫り、マスコミでも神奈川県が名指しされるなど、人材確保は危機的な状態と言えます。
　原因の一つは、過重労働の実態であり、これは労使協議機関で議論を進めて行きます。

　もう一つは、首都圏特有の賃金格差問題です。地域手当制度の弊害ともいうべきものです。
　地域手当は、東京23区内20％、横浜、川崎は16％に対して神奈川県は11.8％（4月から11.9％）です。
　当局は交渉で、「神奈川県の初任給は国より4号高い」と主張しますが、地域手当を含めた額では、東京、横浜、川崎に勤める国家公務員や東京都職員を下回ります。
　神奈川県は県内どこからでも東京通勤圏内です。総額で東京を上回る賃金設定がなければ、「やりがいが同じなら東京に行く。」となってしまいます。
　人事委員会にも強く要請し、初任給・若年者賃金の大幅引き上げを実現させましょう。
　若手職員のみなさん、声を上げましょう！
　昨年の2級昇格メリット問題で明らかなように、声を上げなければ損をするだけです。将来にわたって不利益を受けないよう、組合に加入しましょう。
「働き方改革」についての労使協議を実施します
　昨年の確定交渉において、過重労働を解消するため、パソコン・ログ等のデータを活用して実態を確認し、対策を検討していくための労使協議機関の設置を求め、任命権者ごとの協議を確認しました。
　協議では、①職場ごとの実態の確認、②職場ごとの原因の把握、③必要な人員配置、無駄な仕事の排除などの改善策の検討、を行っていきます。
　一部の職場では、仕事は減らない・人は増えない中で、「早く帰れ」「土日は出てくるな」等を管理職から強要され、その結果、ログの把握を避けるための「裏技」や持ち帰り残業、ファミレス残業が横行し、職員を疲弊させています。
　また、使い勝手の悪いシステム、決算の誤り、美術品の紛失などに関連した「羹に懲りて膾を吹く（あつものにこりてなますをふく）.」がごとき「働き方改革」に逆行した対応など、是正すべき課題は多く存在します。
　過重労働の原因を明らかにし、原因を解消するための対策を確立する労使協議としていきます。

臨任・非常勤制度の見直し
　非正規労働者の格差問題を契機に、公務で働く非正規職員の処遇の改善を図るために、地方公務員法等が改正され、2020年4月から施行されます。
　神奈川県の臨任・非常勤職員の処遇は、他県に比べれば上位に位置付けられますが、療養休暇等の課題も残されており、特に雇用問題は大きな課題です。
　今回の法改正では、労働組合と協議しながら実施に向けた具体的な施策を検討していくこととされており、今年から協議を進めていく必要があります。
　同じ職場で働くもの同士、安心してやる気をもって働ける環境をつくるため、臨任・非常勤職員のみなさんのご協力をお願いします。

給料表の県独自号給の廃止問題～地方の特性を堅持すべき
　現在、行政職給料表１表（大部分の行政職の給料表）の４・５・６・７級に設置されている県独自の号給について、昨年の確定交渉において当局は、「ラスパイレス指数を引き上げている原因」として、廃止の提案を行いました。
　昨年の交渉の結果、「引き続き話し合う」となり、今年度の課題となりました。

　ラスパイレス比較自体、地域手当等の手当額を含まない比較で、大変不合理なものです。
　また、各級の最高号給在級者は、国は3％未満と少ないのに対して、神奈川県は5％～20％であり、実態がまるで異なります。
　当局の基調は、「国や他県を上回るものは是正する」ということですが、各県の実態を無視して国に準拠するのでは、最早地方自治ではありません。
そんな姿勢では、職員の処遇だけでなく、行政運営においても「国の意向に従う」となって、戦前の国家統制に回帰することになりかねません。

フルタイム再任用賃金の引き下げ問題
　昨年の確定交渉において当局は、「神奈川県の行政職フルタイム再任用職員の給与格付けは５級で、他県と比べて高い。また、５級の仕事をしていない職員もいるので、４級を基本としたい。」と提案しました。
　交渉の結果、2018年9月を目途に、きちんと実態を把握したうえで話し合っていくことになりました。
　確かにフルタイム再任用職員の5級格付けは、全国最高水準です。
　しかし、賃金格付けだけでなく、人員配置や勤務実態も詳細に比較すべきです。
　そもそも他県では、現役の人員配置が厚く、再任用職員の業務は現役時代と異なるケースが多いのですが、神奈川県においては、この間の人員削減により、現役時代と同様、どころかそれ以上に働いている再任用職員もいます。仕事は他県職員以上に働かせ、賃金は他県並みに引き下げるのでは、モチベーションは維持できません。再任用職員のモチベーションが維持できなければ、業務が崩壊する職場は少なくないはずです。
　業務に見合った格付けを維持するよう取組みを進めていきますので、特に再任用職員のみなさんのご協力をお願いします。

























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































